
 

平成２９年（２０１７年）１２月４日 
建 設 委 員 会 資 料 
都市基盤部住宅政策担当 

(第７６号議案) 

 

 

中野区営住宅条例（平成４年中野区条例第１８号）新旧対照表 

改正案 現行 

第１条～第５条 （略） 第１条～第５条 （略） 

（申込資格） （申込資格） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

⑴～⑷ （略） ⑴～⑷ （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 第１項第２号アに掲げる場合とは、使

用者又は同居者が次の各号のいずれかに

該当する場合をいう。 

５ 第１項第２号アに掲げる場合とは、使

用者又は同居者が次の各号のいずれかに

該当する場合をいう。 

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略） 

⑷ 同居者に１８歳に達する日以後の最

初の３月３１日までの間にある者があ

る場合 

⑷ 同居者に小学校就学の始期に達する

までの者がある場合 

６ （略） ６ （略） 

第６条の２～第１０条 （略） 第６条の２～第１０条 （略） 

（使用料の決定） （使用料の決定） 

第１１条 （略） 第１１条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、第２３条の

規定による収入に関する報告がない場合

（同条ただし書に規定する場合を除く。）

において、法第３４条の規定による収入

状況の報告の請求を行ったにもかかわら

ず、区営住宅の使用者がその請求に応じ

ないときは、当該区営住宅の使用料は、

近傍同種の住宅の家賃の額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、第２３条の

規定による収入に関する報告がない場合

において、法第３４条の規定による収入

状況の報告の請求を行ったにもかかわら

ず、区営住宅の使用者がその請求に応じ

ないときは、当該区営住宅の使用料は、

近傍同種の住宅の家賃の額とする。 

第１２条～第１７条 （略） 第１２条～第１７条 （略） 

（使用権の承継） （使用権の承継） 

第１８条 区営住宅の使用者が死亡し、又

は退去した場合において、その死亡時又

は退去時に当該使用者と同居していた者

第１８条 区営住宅の使用者が死亡し、又

は退去した場合において、その死亡時又

は退去時に当該使用者と同居していた者



 

が引き続き当該区営住宅に居住を希望す

るときは、公営住宅法施行規則（昭和２

６年建設省令第１９号。以下「省令」と

いう。）第１２条で定めるところによる

ほか、規則で定めるところにより、区長

の承認を受けなければならない。 

が引き続き当該区営住宅に居住を希望す

るときは、公営住宅法施行規則（昭和２

６年建設省令第１９号。以下「省令」と

いう。）第１１条で定めるところによる

ほか、規則で定めるところにより、区長

の承認を受けなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

（同居の許可） （同居の許可） 

第１８条の２ 区営住宅の使用者は、当該

区営住宅への入居の際に同居した親族以

外の者を同居させようとするときは、省

令第１１条で定めるところによるほか、

規則で定めるところにより、区長の承認

を受けなければならない。 

第１８条の２ 区営住宅の使用者は、当該

区営住宅への入居の際に同居した親族以

外の者を同居させようとするときは、省

令第１０条で定めるところによるほか、

規則で定めるところにより、区長の承認

を受けなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

第１９条～第２２条 （略） 第１９条～第２２条 （略） 

 （収入に関する報告）  （収入に関する報告） 

第２３条 使用者は、規則で定めるところ

により、毎年度、区長に対して収入に関

する報告をしなければならない。ただし、

使用者が省令第８条各号に掲げる者に該

当する場合において、収入に関する報告

をすること及び法第３４条の規定による

収入状況の報告の請求に応じることが困

難な事情にあると区長が認めるときは、

この限りでない。 

第２３条 使用者は、規則で定めるところ

により、毎年度、区長に対して収入に関

する報告をしなければならない。 

（収入の認定等） （収入の認定等） 

第２４条 区長は、前条本文の報告に基づ

き（同条ただし書に規定する場合にあっ

ては、省令第９条に規定する方法により）

使用者の収入の額を認定し、使用者に対

して、その認定した額（以下「収入認定

額」という。）を通知する。 

第２４条 区長は、前条の報告その他の資

料に基づき使用者の収入の額を認定し、

使用者に対して、その認定した額（以下

「収入認定額」という。）を通知する。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

第２４条の２～第２５条 （略） 第２４条の２～第２５条 （略） 

 （高額所得者に対する明渡請求）   （高額所得者に対する明渡請求）  

第２６条 区長は、第２４条の２第３項の 第２６条 区長は、第２４条の２第３項の



 

規定による通知をした高額所得者に対

し、法第２９条第４項の規定による期限

を定めて、区営住宅の明渡しを請求する

ことができる。 

規定による通知をした高額所得者に対

し、法第２９条第３項の規定による期限

を定めて、区営住宅の明渡しを請求する

ことができる。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

第２６条の２～第２８条の２ （略） 第２６条の２～第２８条の２ （略） 

（区営住宅建替事業等に係る使用料の特

例） 

（区営住宅建替事業等に係る使用料の特

例） 

第２８条の３ 区長は、次の各号のいずれ

かに該当する場合において新たに使用す

る区営住宅の使用料が従前の区営住宅の

最終の使用料を超えることとなり使用者

の居住の安定を図るため必要があると認

めるときは、第１１条第１項、第２４条

の３第１項又は第２５条第１項の規定に

かかわらず、令第１２条で定めるところ

により当該使用者の使用料を減額するも

のとする。 

第２８条の３ 区長は、次の各号の一に該

当する場合において新たに使用する区営

住宅の使用料が従前の区営住宅の最終の

使用料を超えることとなり使用者の居住

の安定を図るため必要があると認めると

きは、第１１条第１項、第２４条の３第

１項又は第２５条第１項の規定にかかわ

らず、令第１１条で定めるところにより

当該使用者の使用料を減額するものとす

る。 

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略） 

 （区営住宅の検査）  （区営住宅の検査） 

第２９条 区長は、区営住宅の管理上必要

があると認めるときは、区の職員のうち

から区長が指定した者に区営住宅の検査

をさせ、又は使用者に対して必要な指示

をさせることができる。ただし、区営住

宅の修繕及び改良のための検査について

は、第３１条第１項の規定により同項に

規定する指定管理者に区営住宅の管理を

行わせているときは、当該指定管理者と

して指定した法人その他の団体の職員の

うちから区長が指定した者に行わせるこ

とができる。 

第２９条 区長は、区営住宅の管理上必要

があると認めるときは、区の職員のうち

から区長が指定した者に区営住宅の検査

をさせ、又は使用者に対して必要な指示

をさせることができる。ただし、区営住

宅の修繕及び改良のための検査について

は、第３１条の規定により同条に規定す

る指定管理者に区営住宅の管理を行わせ

ているときは、当該指定管理者として指

定した法人その他の団体の職員のうちか

ら区長が指定した者に行わせることがで

きる。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

第２９条の２～第３０条の２ （略） 第２９条の２～第３０条の２ （略） 

 （指定管理者による管理）  （指定管理者による管理） 

第３１条 区長は、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２４４条の２第３項

第３１条 区長は、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２４４条の２第３項



 

の規定により区長が指定する法人その他

の団体（以下「指定管理者」という。）

に区営住宅等の管理を行わせることがで

きる。 

の規定により区長が指定する法人その他

の団体（以下「指定管理者」という。）

に区営住宅等の管理を行わせることがで

きる。 

２ 区長は、前項の規定により指定管理者

に区営住宅等の管理を行わせようとする

ときは、中野区公の施設に係る指定管理

者の指定手続に関する条例（平成１６年

中野区条例第２号）第３条及び第４条の

規定にかかわらず、公募によらずに当該

指定管理者の候補者を選定することがで

きる。 

 

第３２条～第３７条 （略） 第３２条～第３７条 （略） 

附 則 （略） 附 則 （略） 

別表 （略） 別表 （略） 

  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この条例による改正後の第６条第５項

第４号、第１１条第２項、第２３条ただ

し書及び第２４条第１項の規定は、平成

３０年４月以後の月分の使用料について

適用し、同年３月以前の月分の使用料に

ついては、なお従前の例による。 

 

 


